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千葉市立学校財務取扱要綱 

千葉市立学校財務取扱要綱 千葉市立学校財務取扱要綱注釈 

第 1章 総 則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、千葉市予算会計規則（平成４年千葉

市規則第９７号）、千葉市物品会計規則（昭和５２年千

葉市規則第 49 号）、千葉市契約規則（昭和４０年千葉

市規則第３号）その他財務に関する規程に定めるもの

のほか、千葉市立小学校、中学校及び特別支援学校

（以下「学校」という。）における予算、契約、経理及び

物品管理事務（以下「財務事務」という。）の適正な執行

を確保するため、必要な事項を定めるものとする。 

 

（財務事務の分掌） 

第２条 校長は、学校における財務事務を管理する。 

２ 教頭は、校長を補佐し、校務を整理する職務において

学校における財務事務を行う。 

３ 学校事務職員（以下「事務職員」という。）は、校長の

監督の下に、学校における財務事務をつかさどる。 

４ 事務長は、学校における財務事務を総括するととも

に、職員への指示及び指導を行い、担当する地区の学

校の事務職員がつかさどる財務事務について指導及

び助言を行う。 

５ 教育次長は、学校における財務事務に関し、校長に対

し、必要な指導、助言及び調整を行う。 

 

第２章 予算 

（学校配付予算） 

第３条 教育次長は、校長に対し、歳出予算配付決定通

知書により予算を配付する。 

２ 前項の事務は、総務課、学事課、教育改革推進課、教

育指導課及び保健体育課（以下「配付元課」という。）が

行う。 

３ 第1項に規定する予算の配付時期は、原則として４月

とする。 

４ 教育次長は、学校における財務事務に関し、校長に対

し、必要な指導、助言及び調整を行う。 

 

（予算執行計画） 

第４条 校長は、教育課程の実施その他の学校運営を適

正かつ効果的に行うため、学校配付予算の予算執行

計画（以下「予算執行計画」という。）を策定しなければ

ならない。 

 

（予算執行計画策定委員会） 

第５条 校長は、予算執行計画を策定する委員会（以下

「予算執行計画策定委員会」という。）を設置しなければ

ならない。 

２ 予算執行計画策定委員会の運営に関する事務は、校

 

第１条関係 

※ 「その他別に定めるもの」とは、地方自治法、地方自

治法施行令、政府契約の支払い遅延防止等に関する

法律、千葉市小学校及び中学校管理規則、千葉市特

別支援学校管理規則、千葉市予算会計規則の運用に

ついて、物品調達事務の取扱いについて、千葉市物品

検査要綱等をいう。 

 

 

 

第２条関係 

※ 財務に関する校長及び教頭の決裁については、「市

長と千葉市教育委員会との地方自治法第１８０条の２

及び第１８０条の７の規定に基づく協議について（昭和

５９年６月２５日千総第９１号千葉市長申し入れ昭和５９

年６月２７日千教教第８８号千葉市教育委員会同意。）」

を参照のこと。 

 

 

 

 

第３条関係 

※ 「配付」とは、財政局長から配当を受けた局（教育委

員会）の所管に係る予算のうち、事務事業を執行する

配付事業所(学校)に係る予算を局長（教育次長）が当

該事業所の長(校長)に通知することをいう。 
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長の指示の下に事務職員が行う。 

 

（校長専決） 

第６条 学校配付予算のうち、校長の専決により執行でき

る範囲は、市長と千葉市教育委員会との地方自治法第

１８０条の２及び第１８０条の７の規定に基づく協議につ

いて（昭和５９年６月２５日千総第９１号千葉市長申し入

れ昭和５９年６月２７日千教教第８８号千葉市教育委員

会同意。（以下「補助執行に関する協議」という。）の定

めるところによる。 

 

（予算の執行管理） 

第７条 学校における予算及び決算に関する事務は、校

長の指示の下に事務職員が行う。 

２ 事務職員は、常に予算の執行状況を把握しておかな

ければならない。 

３ 事務職員は、前項の規定により予算の執行状況を把

握するため関係職員に対し、関係書類、関係資料等の

提出を求めることができる。 

４ 校長は、予算の適正な執行管理のため、支出関係書 

類の保管場所を定め、これを定期的に確認するものと 

する。 

５ 事務長は、担当する地区の学校の予算の執行状況を

把握し、事務職員に対し、指導及び助言を行う。 

 

第３章 契 約 

（契約方法） 

第８条 補助執行に関する協議により、校長が締結する

契約は、随意契約によることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８条関係 

※ 契約は、一般競争入札を原則としており、その他に

は、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法があ

る。 

随意契約ができる場合として、次のように規定されて

いる。 

§ 地方自治法施行令 

 （随意契約） 

第１６７条２第１項第１号 売買、貸借、請負その他の契

約でその予定価格（貸借の契約にあっては、予定賃

貸借料の年額又は総額）が別表３上欄に掲げる契約

の種類に応じ同表下欄に定める額の範囲内におい

て地方公共団体の規則で定める額を超えないものと

するとき。 

  第２号及び第２項以下 略 

§ 千葉市契約規則 

 （随意契約によることができる額） 

第２１条２ 地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１

号に規定する規則で定める額は、次のとおりとする。 

契 約 の 種 類 額 

(1) 工事又は製造の請負 ２５０万円 

(2) 財産の買入れ １６０万円 
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（契約事務） 

第９条 学校における契約に関する事務は、校長の指示

の下に事務職員が行う。ただし、校長が特別の事情が

あると認めるときは、この限りではない。 

 

（予定価格） 

第１０条 校長は、契約に当って、予定価格を決定しなけ

ればならない。ただし、概算価格２０万円以下の契約の

場合は、予定価格の作成を省略することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（見積書の徴収） 

第１１条 校長は、随意契約に付そうとするときは、なるべ

く２人以上の者から見積書を徴さなければならない。た

だし、予定価格が10万円に満たないとき、又は契約の

内容により２人以上の者から見積書を徴することが困

難なとき、若しくはその必要がないと認めるときは、こ

の限りでない。 

 

 

 

（契約の締結） 

第１２条 校長は、業者から提出された見積書を比較検討

し、原則として予定価格の制限の範囲内で最低の価格

をもって申込みをした者と契約を締結する。 

 

（契約書の作成） 

第１３条 校長は、随意契約の相手方が決定したときは、

(3) 物件の借入れ ８０万円 

(4) 財産の売払い ５０万円 

(5) 物件の貸付け ３０万円 

(6) 前各号に掲げるもの以外のもの １００万円 

 

※ 随意契約による場合、校長は千葉市契約規則上の契

約事務担当員として、予定価格の決定、見積書の徴収

等の事務を行う。 

※ 学校は、補助執行に関する協議により、契約事務を

行う。 

 

 

 

第１０条関係 

※ 予定価格に関しては、次のように規定されている。 

§ 千葉市契約規則 

 （予定価格） 

第２２条 契約事務担当職員は、随意契約に付そうとす

るときは、あらかじめ第10条及び第１１条の規定に準

じて予定価格を定めるものとする。 

第１０条 契約事務担当職員は、契約に当って、予定価

格を決定しなければならない。ただし、概算価格２０

万円以下の場合は予定価格の作成を省略すること

ができる。 

第１１条 予定価格は、競争入札に付する事項の総額

について定めなければならない。ただし、一定期間

継続してする製造、修理、加工、売買、供給、使用等

の契約の場合については、単価について予定価格

を定めることができる。 

２ 予定価格は、契約の目的となる物件又は役務につ

いて取引の実例価格、履行の難易、数量の多寡、履

行期間の長短等を考慮して適正に定めなければな

らない。 

 

第１１条関係 

※ 校長は、業者の選定にあたっては、次に掲げる事項

に留意しなければならない。 

 （1） 原則として、２人以上を物品登録業者名簿から選

定すること。ただし、予定価格が１０万円に満たな

いときはこの限りではない。 

 （2） 特別な場合を除き、市内業者から選定すること。 

 （3） 一定の業者又は特定の業者に選定が片寄らない

ようにすること。 
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契約の目的、契約金額、履行期限等を記載した契約書

を作成して契約を締結する。ただし、予定価格20万円

以下の契約については、契約書の作成を省略すること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（検査） 

第１４条 学校における契約にかかわる検査は、専門検

査員が行う。ただし、次に掲げる物品の受入検査につ

いては、指定検査員が行うものとする。 

(1) 契約金額 1 件 50 万円未満の物品（修繕及び改造

を含む。） 

(2) 消耗品のうち、油脂・燃料類、衛生材料、薬品類、

印刷物類、図書類、食品類（賄材料を含む。）及び原

材料 

(3) 緊急災害対策用物品（準備品を除く。） 

２ 専門検査員は、教頭とする。 

３ 指定検査員は、当該各号に定める者から校長が２人

まで（事務職員が複数配置されている場合で、必要が

あると校長が認めるときは３人）指定することができる

こととし、そのうち１人は教頭とする。 

（１）教頭 

（２）主幹教諭 

（３）校長が指定する教諭（主幹教諭が配置されていない

学校に限る） 

第１３条関係 

※ 契約書作成に関しては、次のように規定されている。 

§ 千葉市契約規則 

第２５条 市長は、入札により落札者を決定したとき又

は随意契約の相手方を決定したときは、契約の目

的、契約金額、履行期限及び契約保証金に関する事

項のほか、次の各号に掲げる事項（契約の性質又は

目的により該当を除く。）を記載した契約書を作成し

て、契約書を締結するものとする。 

 （1） 契約履行の場所 

 （2） 契約代金の支払い又は受領の時期及び方法 

 （3） 監督及び検査 

 （4） 履行の遅滞その他債務の不履行の場合におけ

る遅延 

利息、違約金その他損害金 

 （5） 危険負担 

 （6） 契約不適合責任 

 （7） 契約の紛争の解決方法 

 （8） その他必要事項 

第２６条 市長は、前条の規定にかかわらず、次の各

号の１に該当する場合は、契約書の作成を省略する

ことができる。 

（1） 予定価格２０万円以下の契約（工事請負契約を

除く。） をするとき。 

（2） 予定価格１００万円に満たない工事請負契約を

するとき。 

（3） せり売りに付するとき。 

（4） 物品を売り払う場合において買受人が代金を

即納してその物品を引き取るとき。 

（5） その他随意契約で市長が契約書を作成する必

要がないと認めるとき。 

 

第１４条関係 

※ 受入検査員に関しては、次のように規定されている。 

§ 千葉市物品会計規則 

（専門検査員） 

第１１条の２ 略 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる所管課におけ

る専門検査員は、市長が別に定める。 

（１）課長補佐等が置かれていない所管課 

（２）、（３） 略 

３、４ 略 

（指定検査員） 

第１１条の３ 指定検査員は、所管課の主査又は係長（千

葉市職員の職名に関する規則第２条第１項に規定する

主査又は係長をいう。以下この項において「主査又は

係長」という。）のうちから物品管理者が指定する。ただ

し、次に掲げる所管課における指定検査員は、市長が

別に定める。 

（１）主査又は係長が置かれていない所管課 
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（４）事務職員（事務職員が複数配置されている学校で、

臨時に雇用された者を除く。） 

４ 専門検査員及び指定検査員（以下「受入検査員」とい

う。）は、契約に基づく給付について、納品書その他関

係書類によってこれを確認しなければならない。 

５ 前項の場合において、受入検査員は、必要があるとき

は、受入検査員以外の学校職員を立ち合わせることが

できる。 

６ 受入検査員は、受入検査を行った物品が取替え、追

納その他適切な措置を講ずる必要があると認めたとき

は、直ちに契約者に対し、指示書又は口頭により指示

しなければならない。 

７ 受入検査員は、受入検査を行った物品が不合格品と

認められたときは、契約者に当該物品を引き取らせ、

その後学校施設課に報告しなければならない。 

８ 受入検査員は、受入検査を実施したときは、検査の内

容を記録しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）、（３） 略 

２、３ 略 

§千葉市物品検査要綱 

（専門検査員） 

第３条 規則第１１条の２第２項に規定する専門検査員

は、次に掲げる課の区分に応じ、当該各号に定める者

とする。 

（１） 略 

（２）小学校、中学校及び特別支援学校 副校長又は教頭 

（３） 略 

２ 略 

（指定検査員） 

第４条 指定検査員の指定は、１所管課につき２人までと

し、そのうち１人は課の庶務に関する事務を処理する

班又は係に属する者とする。ただし、物品管理者は、所

管課に主査又は係長が３人以上いる場合（学校にあっ

ては、事務職員が複数配置されている場合）で、必要

があると認めるときは、指定検査員の人数を３人以上

（学校にあっては、３人）とすることができる。 

２ 規則第１１条の３第１項ただし書に規定する指定検査

員は、次に掲げる課の区分に応じ、当該各号に定める

者とする。 

（１）略 

（２）小学校、中学校及び特別支援学校 教頭、主幹教

諭、物品管理者が指定する教諭（主幹教諭が配置さ

れていない学校に限る。）又は事務職員（事務職員

が複数配置されている学校に限る。） 

（３） 略 

３ 略 

※ 物品の受入検査に関しては、次のように規定されて

いる。 

§ 千葉市物品会計規則 

（受入検査事項） 

第17条 受入検査は、契約関係書類に基づき、次に掲

げる事項について行わなければならない。 

（１） 品質・形状・寸法・銘柄等の照査 

（２） 標本品、ひな型、仕様書、図面等に対する適否 

（３） 製作又は製造の審査 

（４） 数量又は計量の照合 

（５） 前各号に掲げるもののほか、契約の条項に違

反する事項の有無 

※ 上記の契約関係書類とは、契約書、仕様書、図面、カ

タログ、証明書等をいう。 

（適切な措置の指示等） 

第 21 条 受入検査員は、受入検査を行った物品が取

替え、追納その他適切な措置を講ずる必要があると

認められたときは、直ちに、契約者に対し、当該措置

を講ずるよう指示しなければならない。 

３ 受入検査員は、受入検査を行った物品が不合格品

と認められたときは、契約者に当該物品を引き取ら
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第４章 経理 

（経理主任及び経理副主任） 

第１５条 校長は、経理主任として次の各号の掲げる事務

を行う。 

 （1） 執行伺書及び支出負担行為伺書の審査 

 （2） 支出命令書の発行手続き 

２ 教頭は、経理副主任として、経理主任を補佐し、経理

主任不在のとき、前項に定める事務を行う。 

３ 事務職員は、校長の指示の下に学校における経理に

関する事務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（調定） 

第１６条 校長は、歳入を収入しようとするときは、当該歳

入について地方自治法施行令第１５４条第１項に規定

するところにより、これを調査し、その内容が適正であ

ると認めるときは、歳入予算の科目ごとに調定書により

調定しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（収納） 

第１７条 校長は、納入義務者から現金を直接収納したと

きは、特別な事情がある場合を除くほか、当日又は翌

日に現金と領収済通知書を添えて現金払込書により指

定金融機関等に払い込まなければならない。 

 

（支出負担行為） 

第１８条 学校配付予算の執行に当たっては、法令又は

予算の定めるところに従い、かつ、予算執行計画に準

拠して支出負担行為をしなければならない。 

２ 支出負担行為は、歳出予算の配付の金額を超えては

せるものとする。この場合において、物品管理者は、

調達主管課長にその旨を通知するものとする。 

（検査内容の記録） 

第 22 条 受入検査員は、受入検査を実施したときは、

検査の内容を記録しなければならない。 

 

 

 

第１５条関係 

※ 執行伺書及び支出負担行為伺書は、主に次の項目

について審査する。 

 （１） 法令又は予算の目的に違反することはないか。 

 （2） 配当予算額に適合するか。 

 （3） 金額の算定に誤りはないか。 

 （4） 不要・不急の支出負担行為はないか。 

 （5） 支出負担行の時期は適切か。 

※ 千葉市物品会計規則では、物品調達の契約事務は、

原則的に調達主管課長が行うとされている。小・中・特

別支援学校等の物品調達は、学校施設課長であり、

執行伺書に決裁権者が決裁し依頼することによりおこ

なわれる。 

※ 支出命令書の発行手続き 

  支出負担行為伺書等の関係書類により、契約～履行

～検査～請求に至る一連の事務手続きが適正に行わ

れているか確認し、事務職員をして支出命令書を発行

させるこという。 

 

第１６条関係 

※ 調定に関しては、次のように規定されている。 

§ 地方自治法施行令 

第１５４条第１項 地方自治法第２３１条の規定による

歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入

科目、納入すべき金額、納入義務者当を誤っていな

いかどうかその他法令又は契約に違反する事実が

ないかどうかを調査してこれをしなければならない。 

※ 校長は、千葉市予算会計規則上、現金出納員として

学校の収入金の収納及び保管の事務を行う。また、校

長が所属職員のうちから指名した者は、現金取扱員と

して同様の事務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

第１８条関係 

※ 歳出予算等に係る契約を行うにあたり、契約の決定、

締結前に契約の内容を中心に事案全体の執行につい

て決裁権者の決定が必要である。この決定を「施行決
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ならない。 

３ 支出負担行為は、原則として支出負担行為伺書により

行わなければならない 

 

 

 

 

（支出命令） 

第１９条 支出の命令（以下「支出命令」という。）は、校長

が、支出命令書により決裁し、関係書類に添付して収

入役に送付することにより行う。 

２ 校長は、支出命令をしようとするときは、法令、契約そ

の他関係書類に基づいて、その内容が適正であること

を確かめなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

（決算） 

第２０条 事務職員は、会計年度終了後決算を行う。 

 

 

第５章 物品 

（物品管理者等） 

第２１条 校長は、学校における物品の出納通知及び使

用中の物品の管理に関する事務を所掌する。 

２ 教頭（特別支援学校にあっては、教頭又は事務長。以

下同じ。）は、学校における物品の出納及び保管並び

に記録管理に関する事務を行う。 

３ 事務職員は、前 2項に係る事務を補助する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定」という。なお、契約予定価格３０万円未満の場合、

施行決定は省略する。 

※ 支出負担行為は、支出負担行為伺書により行うが、

旅費については、支出負担行為伺書兼支出命令書に

より支出負担行為の決裁をすることができる。 

 

 

 

第１９条関係 

※ 校長は、支出命令書を決裁するに当り、次の各号に

掲げる事項を調査しなければならない。 

 （1） 支出負担行為が法令又は予算の目的に違反して

いないか。 

 （2） 会計年度所属区分及び歳出科目に誤りはないか。 

 （3） 支出額が予算配付残額を超過していないか。 

 （4） 金額の算定に誤りはないか。 

 （5） 正当債権者であるか。 

 （6） 契約締結の方法は適法であるか。 

 （7） 支払方法及び支出時期が適正であるか。 

 （8） 支出額に関し時効が成立していないか。 

 （9） 必要な書類は整備されているか。 

 

 

 

 

 

 

第２１条関係 

※ 物品管理における事務分掌については、次のように

規定されている。 

§ 千葉市物品会計規則 

（物品管理者） 

第８条 物品管理者は、当該箇所における物品の出納通

知及び使用中の物品の管理に関する事務を所掌す

る。 

（物品取扱員等） 

第１０条 物品取扱員及び区物品取扱員（以下「物品取扱

員等」という。）の設置箇所及び物品取扱い員となるも

のは、別表第５のとおりとする。 

・別表第５ 

 設置箇所  物品取扱員なるもの 

 

設置箇所 物品取扱員

となるもの 

分掌事務 

市立小学校 教頭 当該箇所における物品

の出納及び保管並びに

記録管理に関する事務 

市立中学校 副校長又は

教頭 

市立特別支

援学校 

事務長又は

教頭 
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（物品の受入れ） 

第２２条 校長は、物品（生産品、贈与若しくは寄附又は

交換により受けた物品及び拾得品で市の所有に属す

る物品等を含む。）を受け入れようとするときはその受

入れについて教頭に通知しなければならない。 

２ 教頭は、前項の通知に係る物品の受入れをしようとす

るときは執行伺（物品） その他受入れに係る関係書類

の内容に適合しているかどうかを確認して当該物品を

受け入れなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（物品の管理の義務） 

第２３条 物品を管理する職員及び使用する職員は、善

良な管理者の注意をもってその事務を行い及び物品を

使用しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（管理換え） 

第２４条 校長は、物品の管理換えをしようとするときは、

受け入れる側の物品管理者と協議し、物品処理伺書に

より、受入れ側に合議して、これを行うことができる。こ

の場合において、当該物品が重要物品であるときは、

それぞれの部長の承認を受けなければならない。 

 

（物品の一時貸借） 

第２５条 校長は、必要があると認めるときは、物品管理

者相互間において物品の一時貸借をすることができ

る。この場合において、物品預り証を徴して当該物品を

引き渡さなければならない。 

 

（亡失及び損傷の報告） 

第２６条 物品の使用責任者は、その管理する物品につ

いて、亡失又は損傷があったときは、直ちに物品処理

伺書により、上司に報告しなければならない。 

 

第２２条関係 

※ 物品の購入は、原則として学校施設課長に調達依頼

することにより行う。ただし、３０万円未満及び市長が別

に定める物品については、校長が調達の契約事務を

行うことができる。 

※ 市長が別に定める物品とは、「物品調達事務の取り

扱いについて（昭和５２年１０月１日市長指定）」に定め

た物品をいう。 

※ 物品の受入れに関しては、次のことに留意しなけれ

ばならない。 

 （1） 備品の受入報告 

教頭は、受け入れた物品のうち備品にあっては、

直ちに備品登録書により学校施設課課長補佐（以下

「物品出納員」という。）に報告しなければならない。 

（2） 備品票の表示 

校長は、受け入れた物品のうち、備品について

は、備品票を作成させ、表示しなければならない。 

 

第２３条関係 

（物品の使用上の責任） 

※ 物品の使用に関しては、次のような規定がある。 

§ 千葉市物品会計規則 

（物品の使用上の責任） 

第３０条 次の各号に掲げる物品の使用責任者は、当

該各号に定める者とする。 

（1） １人の職員が専ら使用する物品…当該職員 

（2） ２人以上の職員が共同で使用する物品…これ

らの職員のうち主として使用する者又は上席の

者 

（3） 前２号に掲げる以外の物品…校長又は校長が

指定する職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２６条関係 

※ 寄附及び公費に係る物品の盗難については、直ちに

教育委員会に連絡するとともに、速やかに事故報告書

により報告しなければならない。（校務必携参照） 
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２ 前項の場合において、教頭は、その旨を物品増減報

告書により千葉市物品会計規則第９条に規定する物品

出納員に報告しなければならない。 

３ 千葉市物品会計規則第１０条に規定する物品取扱員

は、その保管する物品について、亡失又は損傷があっ

たときは直ちに物品処理伺書により会計管理者に報告

しなければならない。 

４ 第１項の報告を受けたものは、その事実を調査し、市

長に報告しなければならない。 

 

（備品の照合） 

第２７条 校長は、備品の使用状況について、毎年１回以

上備品明細一覧表と照合のうえ、検査しなければなら

ない。 

２ 前項の場合、検査した結果、過不足があったときは物

品処理伺書により、整理しなければならない。 

３ 事務職員は、使用不能又は使用の見込みのない備品

があるときは、その旨を教頭に報告し、必要な措置に

ついて指示を受けなければならない。 

 

（不用の決定） 

第２８条 校長は、使用中の物品及び教頭が保管してい

る物品のうち、次の各号の１に該当するものがあるとき

は、不用の決定をすることができる。この場合におい

て、当該物品が重要物品であるときは、教育総務部長

の承認を受けなければならない。 

 （１） 修繕又は改造等の処理をしても使用の見込みの

ないと認められる物品 

 （２） 修繕又は改造等の処理をするよりも、新たに所得

することが有利であると認められる物品 

 （３） 管理換え等によって将来使用の見込みのないと

認められる物品 

 

附  則 

この要綱は、平成４年９月１日から施行する。 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

この要綱は、平成３０年３月３０日から施行し、平成２９年 

４月 1日から適用する。 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 

 


